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論 説
空き家対策条例の制定にかかる行政法上の問題点
 岡山大学大学院法務研究科准教授
 南　川　和　宣
はじめに
　本報告の課題は、県内自治体の政策担当者が空き家対策条例案を作成するに際して、行政法学の
観点から注意を払うべき点について明らかにすることである1。なお、空き家対策条例の内容にかか
る諸点のうち、所有者情報にかかる問題点については坂本報告、解体補助制度については高原報告
に委ねる。また、条例で定めた命令の行政代執行法の利用にかかる問題についても坂本報告が担当
する。
　現在、地方自治の現場では空き家対策条例の制定が全国的なブームになっているといわれている。
国土交通省の調査によると、平成25年１月現在138の自治体が空き家対策条例を制定している。し
かしながら、県内自治体に目を向ければ、条例を定めているのは僅かに３自治体にとどまる2。もっ
とも、これは、県内自治体において空き家対策条例を制定するニーズがないことを意味するもので
はない。岡山県は、岡山市や倉敷市といった都市化された市街地を含む自治体においても郊外の
ニュータウンにおける空き家問題が深刻化しており、その他の自治体は概ねかなりのスピードで高
齢化・過疎化が進行している。そして、県北には豪雪地帯が含まれ、雪害との関係で空き家の放置
が問題となるほか、南部の自治体は、瀬戸内の離島を多く抱えるなど、まさに空き家問題に関して
全国の縮図ともいえる状況にあり、同問題への関心は高い3。したがって、今後は県内自治体におい
ても空き家対策条例の制定が増えていくと予想される4。
　ところで、自治体法務の現場においては、ある自治体においてユニークで画期的な自主条例が制
定されると、他の自治体がその内容をそのまま写して移植する例がしばしば見受けられる。条例の
制定に際しては、内容や規制手法にかかる憲法上および行政法上の観点からの分析・検討が欠かせ
ず、それには一定の法的な専門性が求められる。したがって、オリジナルの規制態様および内容を
持った条例制定を行うことより、先行自治体ですでに施行されている条例を写す方が、違法条例を
制定するリスクが少ないからである。そして、空き家対策条例の嚆矢として、埼玉県の所沢市で平
1　本稿は、平成25年８月24日に開催された第２回岡山行政法実務研究会における報告に加筆したものである。
2　平成25年８月現在、倉敷市空き家等の適正管理に関する条例（倉敷市条例第78号、平成24年12月25日）、津山市環
境保全条例（津山市条例第18号、平成19年３月22日）、美咲町空き家等の適正管理に関する条例（美咲町条例第20号、
平成24年６月21日）の３つである。　　
3　たとえば、地元紙である山陽新聞でも特集が組まれている（山陽新聞平成25年３月３日朝刊）。さらに、中国新聞
平成25年２月10日朝刊は、「中国地方17市町が空き家対策条例の施行・準備」との記事を掲載している。
4　現在、県内では少なくとも２つの自治体で空き家対策条例の制定が検討されている。
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成22年に制定された所沢市空き家等の適正管理に関する条例5がある。しかし、空き家対策条例に
関して特徴的な点は、後発の自治体が制定した条例には、所沢市条例の後追い的なものも少なくな
い一方で、かなりユニークな内容や規制手法をもつ条例も見受けられる点である。つまり、「空き
家対策」を素材に、地方分権化時代における条例制定の大実験ともいえる状況が生じている。後で
見るように、それらの条例の中には、条例制定権の限界に対する不十分な理解ゆえに違法と評価さ
れるものもある。しかし、自治体が条例制定に正面から向き合い、試行錯誤を繰り返しながら、政
策法務のスキルをアップさせていくことは、地方自治の充実という観点から大いに評価されるべき
である。本県各自治体においても、このような観点から、地域それぞれの実情に見合ったユニーク
な条例の制定を目指していただきたいと考える。
　なお、空き家対策条例については、北村喜宣教授による一連の研究6によって学術的な観点から
の議論はすでにほとんど尽くされている7。したがって、これに議論を加えることは屋上屋を架すも
のであり、新たな意義を見出すことは難しい。しかし、県内の政策担当者に対して、北村研究の内
容をわかりやすく提示し、実際の条例制定の際に、ヒントや手掛かりを得ていただくことは実務研
究会としての本研究会の目的との関係において重要であると考える。そこで、本報告では、北村研
究により明らかにされた法的問題点を整理して紹介するとともに、北村教授の見解にかかる幾つか
の疑問点について、若干の考察を行うこととする。
第１章　空き家対策条例の分類
　一口に空き家を対象とする条例といっても、多様なものがある。したがって、これらから空き家
対策条例を制定しようとする自治体にとっては、先行自治体が定めた様々な空き家に関する条例を
整理し、分析する作業が重要となる。
5　同条例については、所沢市総合政策部危機管理課防犯対策室「所沢市空き家等の適正管理に関する条例について
～生活環境の保全と防犯のまちづくりの推進のために～」自治体法務研究2011年秋号71頁以下に条例制定までの
経緯および内容が紹介されている。
6　北村喜宣「自治体条例による空き家対策をめぐるいくつかの論点」都市問題2013年４月号55頁以下（以下、北村
①論文と略す。）、同「空き家対策の自治体政策法務（１）（２完）」自治研究88巻７号21頁以下、同８号49頁以下（2012
年）（以下、北村②論文と略す。）、同「空き家の管理手法と自治体条例の法的論点」北村喜宣（監修）『空き家等
の適正管理条例』（地域科学研究会、2012年）３頁以下（以下、北村③論文と略す。）、同「急増する空き家対策条例」
自治体法務研究2012年冬号46頁以下（以下、北村④論文と略す。）である。
7　このほか、空き家対策条例に関して法的な観点から考察するものとして、田中孝男＝脇田英樹「政策条例NAVI
　第31回　適正な管理がなされていない空き家にどう対応するか～空き家対策条例のベンチマーキング～」議員
NAVI32巻28頁以下、福田健志「空き家問題の現状と対策」調査と情報791号１頁以下がある。さらに、空き家対
策については、国土交通省中国整備局のＷＥＢページに特集のコーナー「空き家問題の解消に向けて～空き家対
策と取組事例～」（http://www.cgr.mlit.go.jp/chiki/kensei/akiyahp/index.htm）があり、同ページには、「中国地
方における現状と課題」、「空き家対策に対する支援制度」、「中国地方における空き家対策の取組事例」、「空き家
対策意見交換会等」および「関連リンク」といった項目ごとに詳細で豊富な情報が掲載されている。
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１　形式的分類
（１）空き家に特化した条例か、空き家対策も含む条例か
　空き家にかかる条例については、空き家対策に特化した条例と空き家対策も含む生活環境全般を
対象とした条例の２つのタイプがある。上述の所沢市条例は、空き家対策に特化した全国初の条例
であった。県内自治体の例をみれば、倉敷市空き家等の適正管理に関する条例と美咲町空き家等の
適正管理に関する条例が前者であり、津山市環境保全条例が後者である。津山市条例は、「良好な
環境の確保及び地球環境の保全に関して必要な事項」を定める条例であり、その１つとして、「空
き地等8の所有者、占有者又は管理者は、当該空き地等が管理不良状態（雑草が繁茂し、廃棄物が
投棄され、又は害虫等が発生し、かつ、それが放置されているため、周囲の生活環境が著しく損な
われるような状態をいう。）により良好な環境を損なうことがないよう適正な管理をしなければな
らない。」と定めることで、空き家の所有者等に対して適正管理義務を課している。
（２）自主条例か法律実施条例か
　空き家対策条例は、法律の規制となんらかかわらない自主条例の形式で定めることが基本となる。
県内の先行３条例は、すべて自主条例である。
　これに対して、法律の中には空き家への規制を授権するものもあり、そのような法律の実施条例
という形式で空き家対策条例を定めることも可能である。例えば、建築基準法が定める既存不適格
物件への措置命令の規定である。すなわち、建築基準法第10条第３項が、「前項の規定による場合
のほか、特定行政庁は、建築物の敷地、構造又は建築設備（…）が著しく保安上危険であり、又は
著しく衛生上有害であると認める場合においては、当該建築物又はその敷地の所有者、管理者又は
占有者に対して、相当の猶予期限を付けて、当該建築物の除却、移転、改築、増築、修繕、模様替、
使用禁止、使用制限その他保安上又は衛生上必要な措置をとることを命ずることができる。」との
定めをおいていることから、この条文についての法律実施条例として空き家対策条例を制定する方
法である。北村教授の調査によれば、このタイプの条例の嚆矢は、千葉県市川市の「空き家等の適
正な管理に関する条例」である9。同条例第11条は、「市長は、勧告を受けた所有者等が正当な理由
がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該所有者等に対し、（建築基準）法第10条
第３項の規定に基づき、必要な措置をとることを命ずることができる。」と定めている10。
8　同条例の２条第６項は、「空き地等」の定義として、「住宅、事業場の用地等で、現に使用していない土地又は廃
業中の工場若しくは事業場若しくは無人住宅等で現に使用していない建物等をいう。」と定めているので、空き家
も含まれることになる。
9　北村・前掲②論文47頁48頁、北村・前掲①論文64頁参照。
10　また、同条例第13条は、「第11条第１項又は前条に係る（建築基準）法第10条第３項の規定に基づく命令（以下「命
令」という。）をする場合の基準は、次のとおりとする。第１項　空き家が倒壊し、又はその屋根ふき材、外装材、
屋外に面する帳壁等が脱落することが確実であると認められることにより、人の生命、身体又は財産に係る被害
－82－
「臨床法務研究」第13号
　ただ、このタイプの条例を制定できるのは、当該自治体に特定行政庁がある場合に限られる。県
内自治体の多くは特定行政庁がない市町村であるので、今のところ自主条例しか選択肢はない。北
村論文によれば、空き家対策について法律実施条例が用いられている例は、少数であるとのことで
ある11。しかしながら、現在、県内のある自治体が法律実施条例形式での空き家対策条例の制定を
準備している。
２　規制目的による分類
　管理不全の空き家を条例により規制する目的として、北村教授は、①防犯・防災②生活環境保全
③両者併記の３つのパターンがあると整理されている12。そのうえで、「生活環境保全を目的にする
ことにより、行政指導のタイミングはより早くなり、また、防災を目的にすることにより、解体命
令のような不利益処分も可能になってくる。13」として、保護法益の内容と規制の程度・タイミン
グが密接に関係する点を指摘されている。
３　規制手法による分類
　空き家対策条例の制定に際しては、様々な手法が考えられる。
（１）規制的手法か誘導的・助成的手法か
　空き家対策条例においては、規制手法が中心となる。しかし、空き家の撤去に対する補助金の支
給を条例で定めるなどの助成的手法によることも考えらえる。
（２）フォーマルな規制とインフォーマルな規制
　規制的手法をとるにあたり、措置命令などの行政行為を用いたフォーマルな規制を採用するのか、
勧告などの行政指導による事実上の（つまり、インフォーマルな）規制を採用するのかの選択肢が
あり、両者のハイブリッド型も考えられるところである。以下の表１は、中心となる規制が、勧告
か、行政指導かで分けたのち、制裁手法も含めて分類したものである。本県の先行３条例のうち、
倉敷市条例および美咲町条例は⑥タイプであり、津山市条例は②タイプである。
を生ずるおそれが高いと認められるとき。第２項　空き家の建築材料に使用された石綿が露出していることによ
り、人の生命又は身体に係る被害を生ずるおそれが高いと認められるとき。第３項　前２号に定めるもののほか、
著しく保安上危険であり、又は著しく衛生上有害であると認められるとき。」と定め、建築基準法10条３項の命
令の処分基準を条例化している。
11　北村・前掲①論文59頁。
12　北村・前掲②論文29頁、同前掲④論文47頁参照。
13　北村・前掲②論文29頁。
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表１　空き家対策条例の基本構造
（３）行政指導にとどめるのか、措置命令まで授権してしまうのか
　結局のところ、空き家対策条例の制定を検討する自治体担当者にとっては、空き家への対策につ
いて、行政指導手法により制度設計すべきか、行政行為の手法で制度設計すべきかが思案のポイン
トであると思われる。この点に関しては、以下の５つの観点が重要である。
　まず、第１に条例制定の意義のどの部分に力点を置くのかという観点である。迷惑な空き家を完
全に撤去してしまいたいという部分に力点を置く場合、行政指導型の条例では、仮に公表による制
裁を設けたとしても、実効性の面で不十分であるといえる。しかし、空き家対策条例の意義は、む
しろ、空き家に対する世の中の意識改革、とりわけ、市民ないし家屋所有者に対して、「空き家を
放置することは悪いこと」だという意識改革の契機を提供する点にあると考えられる。そうだとす
ると、条例の内容はむしろ問われず、空き家対策条例制定の事実とその広報こそが何より重要にな
る。また、条例化の意義の１つには空き家に対する意識改革・啓発という点だけでなく、行政にとっ
ての苦情対応のしやすさという観点もあるようである。北村論文によると、空き家対策条例のそも
そものきっかけは、周辺住民からの空き家に対する苦情を受けて、行政職員が所有者に対応をお願
いする際、所有者から反発を受けることがあったということである14。つまり、勧告等の行政指導
を条例に規定することで、所有者に対して堂々と空き家対策条例にもとづき行政指導している、と
いえる点がある。さらに、空き家対策の条例化は、行政組織内部での対応部局の明確化にも資する。
以上のことからすれば、行政指導条例であっても、十分に目的を達成できるといえる。
　第２の観点としては、条例のターゲットとの関係である。これは、空き家対策について、生活環
境保全と防災防犯では必要とされる規制強度が異なるとの問題意識である。すなわち、危険除去目
14　北村・前掲②論文14頁参照。
中心となる規制
①適正管理義務（義務違反） 義務違反に対してなんら制裁を設けない
②適正管理義務（義務違反） 勧告
③適正管理義務（義務違反） 勧告　　　　　　公表
④適正管理義務（義務違反） 　　　　命令　　公表
⑤適正管理義務（義務違反） 　　　　命令　　刑罰
⑥適正管理義務（義務違反） 勧告　　命令　　公表
⑦適正管理義務（義務違反） 勧告　　命令　　刑罰
⑧適正管理義務（義務違反） 　　　　　　　　刑罰
⑨適正管理義務（義務違反） 勧告　　　　　　刑罰（なお、この場合の刑罰は直罰）
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的の空き家条例が行政指導条例だと十分な目的を達すことは困難である。反対に、目的によっては、
措置命令等の制度が比例原則に反することもありうると思われる。
　第３に、実効性確保の観点がある。行政指導条例を制定した場合、指導に従わない者に対して、
どのように対応するかが難題となる。これ以上何もできないと拱手傍観するしかないのかという問
題である。ただ、この点については、措置命令を有する条例を制定した場合であっても、実際に命
令を発令できるのか、さらに命令の不履行に対して義務の履行を確保できるのかの問題があり、
フォーマルな規制手法を採用した条例が結果的に張り子の虎、抜かずの竹光状態になることもある
点に注意が必要である。
　第４の観点は、行政に対する責任追及の観点である。条例を含む法令により市民に対して命令強
制権限を創設したならば、それは同時に、すくなくとも一定の場合において行政に対して権限行使
を義務づける場合が生じることになり、したがって、創設された権限の不行使が、場合によっては
違法と評価されることがありうる。たとえば、空き家の倒壊や放火などにより被害を受けた近隣住
民が、規制権限の不行使を理由に損害賠償請求訴訟（国家賠償法１条１項）を提訴したり、周辺住
民による措置命令の直接型義務付け訴訟（行政事件訴訟法３条６項１号。ただし、原告適格の要件
を充足するには困難が伴う。）を提起することが考えられる。さらに、措置命令を出しただけで、
代執行せずに放置する場合においても、行政の（不作為）責任が裁判で追及されうる。たとえば、
ある裁判例は、「右認定の事実…に徴すると、遅くとも本件事故発生当時には、Ｂ擁壁はきわめて
不完全な状態にあり、これを放置するときは崩壊するおそれが著しく、もし崩壊すれば下部住宅地
の家屋のみならず、その居住者の生命にも危害が及ぶ危険のあること明らかであつて、前記宅造法
の趣旨目的に照らすと、その状態はまさにＢ擁壁につきその所有者らに対し同法16条所定の改善命
令を発し、行政代執行法による代執行の措置によつてでもその命令の実効を期し、危険を除去すべ
き場合に当るとみるのが相当であり、兵庫県知事がこれをしなかつたのは著しく合理性を欠き、違
法であるというべきである。15」と述べて行政代執行権限の不行使についても言及している。この
ように、規制権限を条例で設けることは、行政とってはその権限を適切に行使する義務が生じ、権
限の不行使が違法であるとして法的責任を負うことになる場合が生じることに注意が必要である。
なお、このリスクは、条例の規定ぶりにも左右される。例えば、「市長は、空き家が周辺住民にとっ
て危険な状態である場合には、所有者に除却を命じなければならない。」という効果裁量のない規
定ぶりのもと、危険な状態であった空き家が崩れて隣人が死亡した場合等には、おそらく国家賠償
責任は免れないであろう。
　最後に第５番目の観点として、法治主義の観点がある。公表を制裁手段とする行政指導型条例が
登場した理由の１つとしては、少なくとも地方分権改革前までは法律と条例の抵触問題が挙げられ
15　大阪地判昭和49・４・19判時740号３頁[19頁]。
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た。すなわち、自主条例によるフォーマルな規制は、違法な上乗せ条例と評価される危惧があった
ので、フォーマルな規制を避け、行政指導型条例が多用される傾向にあった。しかし、空き家対策
の分野では、条例とバッティングする法律が今のところ存在していない。したがって、法律と条例
の抵触問題が起こりえない以上、上記表１③のような事実上の規制モデル（行政指導－公表モデル）
は法治主義との関係で正当性が低い領域であるといえる。この観点を重視するならば、規制的行政
指導を仕組むのではなく、条例でフォーマルな規制を定めるべきであると考えられる。
第２章　情報収集制度の制度設計について
　空き家対策条例の制度設計において工夫が必要な点に、情報収集制度をどのように定めるのかが
ある。なぜなら、空き家対策条例の規制対象が放置された管理不全の空き家であるからである。
１　空き家の存在に関する情報収集
（１）行政法上の一般的な情報収集制度
　行政法上の一般的な情報収集制度としては、さしあたり届出制度の導入が考えられるところであ
る。しかし、空き家対策条例においては、この届出制度を採用しても有効には機能しない。なぜな
ら、空き家対策条例の規制の対象は管理不全の空き家であり、所有者不明の場合も少なくないから
である。そこで、条例案の策定に際しては、届出制度とは別の情報収集制度を検討しなければなら
ない。
（２）空き家対策条例における一般的な情報収集
　空き家対策条例における一般的な情報収集制度としては、まず、広く市民に対して情報提供を呼
びかける規定が考えられる。たとえば、「市民は、管理不全な状態である空き家等があると認める
ときは、速やかに市にその情報を提供するものとする。」といった規定がよく見受けられる。本県
でも、美咲町条例および倉敷市条例がこの規定を有している。この規定により、市民には空き家情
報を提供する責務が課される。自治体側からすれば、当該自治体内のすべての建物について自治体
職員が虱潰しに調査して管理不全な空き家を探し出すことなど到底できず、それどころか空き家調
査専門の職員も配置する余裕はないと思われるので、市民に情報提供の責務を課し、市民に情報収
集の一翼を担ってもらう制度は合理的であるといえる。また、既に述べたが、そもそも空き家対策
条例制定の契機の１つには、管理不全の空き家の周辺住民から自治体へなされる苦情があった。し
たがって、条例化により住民からの苦情を条例上の「情報提供」へと昇華させる効果も有している
といえる。このように、住民に対して情報提供の責務を規定することで、市町村に空き家情報が集
まる仕組みが考えらえる。
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２　自治会の関与
　北村教授の研究によれば、空き家対策条例の情報収集手段に関して、前記の市民による直接の情
報提供からさらに進んで、自治会をも取り込む仕組みが紹介されている16。すなわち、小野市空き
家等の適正管理に関する条例の第４条は、「市民は、空き家等が不適正な管理により管理不全な状
態となり、周辺環境に悪影響を及ぼしていると認めた場合は、地域の自治会（地方自治法（昭和22
年法律第67号）第260条の２に規定する地縁による団体その他これに類する団体をいう。以下「自
治会」という。）を通じて、市長に対し、その旨の情報を提供するものとする。」と定める。この条
例では、市民が直接行政に情報提供するのではなく、まず自治体に情報提供し、自治体から市長に
情報提供がなされる仕組みになっている。自治会を通すことは、空き家に関する雑多な苦情につい
てスクリーニング機能を持たせることを意味し、同時に、市長ないし市役所が直接市民の苦情の矢
面に立たない仕組でもあるといえる。さらに、市民の立場からしても、自治会にならより情報提供
しやすいとも思われる。自治会を空き家対策のシステムの中に組み込むことで、地域に根差したコ
ミュニティの中で問題が解決されるケースが見込まれ、効率性の観点からも有効なシステムである
といえよう。
　なお、同条例は、第７条で、「市長は、実態調査を行った結果、明らかに廃屋と認められる場合は、
当該空き家等を廃屋と認定し、廃屋認定リストに掲載するものとする。第２項前項において廃屋
の認定までには至らなかった場合は、当該管理不十分な所有者に対し、市長は、管理方法の改善等
の措置を講ずるよう指導するものとする。」としたうえで、第８条において、廃屋跡地の有効活用
との見出しのもと、「自治会が前条第１項の規定により認定された廃屋の所有者の同意を得て、当
該廃屋の撤去を行い、その跡地を地域の広場その他地域の交流活動の場として活用する事業計画を
提案した場合には、市長はその自治会に対して当該廃屋の撤去に要する費用の一部について補助金
の交付を行うことができる。」と定め、さらに同９条は、廃屋の所有者に対する指導との見出しの
もと、「市長は、自治会からの要請に基づき、第７条第１項の規定により認定された廃屋の所有者
に対し、管理方法の改善その他撤去を含む必要な措置を講ずるよう指導することができる。」と定
める。つまり、情報収集後のプロセスにおいても自治体を関与させる仕組みが構築されており、他
にも、自治会の要請が、指導、勧告、命令、公表の要件になっている。この点について、北村教授
は、「条例が危険除去を目的としている以上、やはり職権判断で命令権限を行使できるとする方が
適切なように思われる。自治会や住民の申出を受けてはじめて動くという対応は、せいぜい調査や
勧告の要件とするにとどめるべきではないだろうか17」と批判される。しかし、危険除去目的の法
令としては、他にも道路法や建築基準法などでの規制もありうるところであり、空き家対策条例の
16　北村・前掲①論文60頁参照。
17　北村・前掲①論文61頁。
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守備範囲として、自治会が問題とした物件についてのみ規制の対象とする制度を採用したとしても、
それがただちに不適切であるとは思われない。
３　空き家の所有者に関する情報の収集
　空き家の所有者に関する情報の収集は、後で述べる４（１）の実態調査に含まれるものであるが、
自治体が保有する税務情報の利用の可否が大きな問題になる。しかし、この点は、他の報告に委ね
ることとし、本報告では取り扱わない。
４　空き家の状態に関する情報の収集
（１）任意調査の確認規定
　空き家対策条例の嚆矢である所沢市条例の第５条は、「市長は、前条の規定による情報提供があっ
たとき、又は第３条に規定する管理が行われていないと認めるときは、当該空き家等の実態調査を
行うことができる。」と定めている。しかし、実態調査の内容は条例上明確にされていない。この
規定ぶりのもとでは、少なくとも間接強制調査としての立入調査は行えない。そして、任意調査と
しての立入調査についてはそもそも条例上の根拠は必要とせずに行うことができる。ただ、空き家
への任意調査としての立ち入り調査は理論的には可能であるが、事実上困難である。北村教授によ
ると、所沢市ではこの規定の具体的な内容として「敷地外からの観察・撮影、市民課での住基情報
の確認、法務局での登記状況調査などが想定されている18」とのことである。なお、外観目視につ
いては、「空き家再生等推進事業等における外観目視による住宅の不良判定度の手引き（案）19」に
おいて、外観目視の際の項目ごとのポイント基準が提示されており、参考になる。
（２）間接強制調査規定
　空き家対策条例においては、間接強制調査としての立入調査規定が設けられるべきであろう。本
県の津山市条例第26条は、「市長は、この条例の施行に関し、必要な限度において、職員に必要な
場所に立入り、当該土地及びその場所で行われている行為の状況並びに帳簿書類その他物件を検査
し、若しくは調査し、又は関係者に対し必要な指示若しくは指導を行わせることができる。」とし、「第
26条第１項の規定による立入りを拒み、又は検査若しくは調査を拒んだ者」には、「３万円以下の
罰金」（同条例29条）が科せられる20。しかし、北村教授の調査によれば、「空き家適正管理条例の
半数程度は、これを規定しない。対象が一般家庭であることが多いために、そこまでの措置を規定
18　北村・前掲②論文15頁
19　国土交通省住宅局平成23年12月、国土交通省中国整備局ＷＥＢページ参照。
20　ただし、津山市条例は空き家対策に特化した条例ではない。
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することは憚られるのであろう21」とのことである。
（３）その他の機関との協力
　間接行政調査としての立入調査権限を授権しない空き家対策条例に見受けられる特徴の１つに以
下のような規定がある。所沢市条例の第９条は、「市長は、緊急を要する場合は、市の区域を管轄
する警察その他の関係機関に必要な措置を要請することができる。」と定める。また、倉敷市条例
も第10条で、「市長は、必要があると認めるときは、警察署その他の関係機関に第６条から前条ま
での規定による調査、助言、指導、勧告、命令又は公表の内容を提供し、必要な協力を要請するこ
とができる。」とほぼ同様の規定を置いている。しかし、これらの規定に対し、北村教授は、「警察
であっても消防であっても、たとえば敷地内や建物内に立入りができるのは、警察官職務執行法な
り消防法なりの実施のために限定されるのであって、空き家条例のために権限を行使すれば、事実
行為とはいえ他事考慮で違法となるであろう。22」と述べている。したがって、この種の規定は、間
接強制調査の代替的機能を果たすことはなく、ほとんど意味の無い規定であろう。
第３章　義務履行確保（実効性確保）にかかる制度設計
　空き家対策条例において、どのようにして実効性を確保するのかについて、先行自治体は様々な
創意工夫を凝らしている。この実効性確保の領域の豊饒さが空き家対策条例の１つの大きな特徴を
形成している。
　条例の実効性確保の手段としては、大きくわけて、行政上の強制執行制度を用いて義務の賦課を
前提にその強制執行により実効性を確保する方法と、行政上の制裁の制度により制裁を威嚇にして
相手方私人に義務を履行させる方法、さらには、義務の賦課を介在させずに即時強制制度を用いて
条例の実効性を確保する方法の３つがあり、それぞれにユニークなバリエーションが派生している。
１　代執行関連
　まず、条例中に命令（代替的作為義務の賦課に限る）があれば、行政代執行法が定める行政代執
行制度（行政代執行法２条以下）を利用することができる23。したがって、条例において定めるべ
きは命令についてだけであり、条例中に代執行の規定をおく必要はない。
21　北村・前掲②論文34頁。
22　北村・前掲②論文34頁。
23　行政代執行法第２条は、「法律（法律の委任に基く命令、規則及び条例を含む。以下同じ。）により直接に命ぜられ、
又は法律に基き行政庁により命ぜられた行為（他人が代つてなすことのできる行為に限る。）について義務者が
これを履行しない場合、他の手段によつてその履行を確保することが困難であり、且つその不履行を放置するこ
とが著しく公益に反すると認められるときは、当該行政庁は、自ら義務者のなすべき行為をなし、又は第三者を
してこれをなさしめ、その費用を義務者から徴収することができる。」と定めているのであるが、同条の「法律」
は自主条例も含むと解するのが通説である。
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なお、坂本報告において指摘されたように、行政代執行法に基づく代執行は、一般的には使いづら
い。しかしながら、空き家対策条例に基づく命令に対して、行政代執行法上の代執行を実際に行っ
た自治体もある。秋田県大仙市が行った行政代執行については、その際の経緯やノウハウが文献に
おいて紹介されている24。
（１）代執行確認規定
　空き家対策条例の実効性確保に関して、しばしば見受けられる条文として、「代執行ができる」
との規定がある。本県の先行例においても、倉敷市空き家対策条例は、第11条で「市長は、第８条
の規定による命令を受けた者が、当該命令に従わない場合において、他の手段によってその履行を
確保することが困難であり、かつ、その不履行を放置することが著しく公益に反すると認めるとき
は、行政代執行法（昭和23年法律第43号）の定めるところにより自ら義務者のなすべき行為をなし、
又は第三者をしてこれをなさしめ、その費用を当該義務者から徴収することができる。」との規定
を置いている。同条文における代執行の要件「他の手段によってその履行を確保することが困難で
あり、かつ、その不履行を放置することが著しく公益に反すると認めるとき」は、行政代執行法２
条の要件をそのまま繰り返しただけである。したがって、倉敷市条例11条は、行政代執行法２条に
基づく行政代執行の要件を強化したものでも緩和したものでもない。そして、既に述べたように、
条例に基づく命令についても、行政代執行法に基づく代執行は利用可能である。以上のことからす
れば、倉敷市条例のように条例中に代執行ができるとの規定を置くことには、なんら法的な意味は
なく、したがって、同条は確認的な規定にすぎないといえる。しかし、あえて多くの空き家対策条
例においてこの種の条項が規定されている理由としては、確認的な意味しか有しないことを前提に、
空き家所有者に対して最終的には代執行という手段もありうることを強くアピールする点にあると
思われる25。なお、この点に関連して、北村教授は、「『名張市空き家等の適正管理に関する条例』
に代執行規定がないのは、空き家に関して行政代執行をするつもりがないからである。行政権限は
あるのに、『それをしない』という宣言を、消極的な形であるが表明している。これも自治のひと
つであろうか。」と述べている26。しかしながら、代執行確認規定の不存在はこのように解されるべ
きではないと思われる。なぜなら、このように解した場合、空き家対策条例以外のあらゆる条例に
ついても、当該自治体において行政代執行を行うには、事実上、条例に代執行確認規定が定められ
24　進藤久「自治体発　条例REPORT２　秋田県大仙市　条例に基づく行政代執行の具体的適用について～大仙市空
き家等の適正管理に関する条例～」　自治体法務NAVI47巻30頁以下＝議員NAVI32巻38頁、同「秋田・大仙市『空
き家等の適正管理に関する条例』の取組み～制定、運用（行政代執行等）、成果と課題～」北村・前掲書、69頁
以下。
25　ただ、筆者がインタビューした自治体関係者の中には、条例に基づく義務については条例中に代執行の規定がな
い限り、代執行を利用できないと誤解しているケースもあった。
26　北村・前掲①論文62頁。
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ることを必要とし、行政代執行法に基づく行政代執行の権限の行使が不当に制約されることになる
と考えられるからである。また、条例一般について、代執行確認規定が存在しない場合には、代執
行はなされないとの誤ったメッセージを市民に与えかねない。
（２）略式代執行
　空き家対策条例の実効性確保の手段として、いわゆる略式代執行の規定が定められることがある。
たとえば、山陽小野田市空き家等の適正管理に関する条例９条は、「市長は、空き家等の所有者等
が正当な理由なく前条第２項の規定による勧告に応じないとき、又は空き家等が著しく管理不全な
状態であると認めるときは、当該所有者等に対し、履行期限を定めて必要な措置を講じるよう命じ
ることができる。第２項　市長は、前項の規定により必要な措置をとることを命じようとする場合
において、過失がなくて当該措置を命ずべき者を確知することができず、かつ、当該措置を放置す
ることが著しく公益に反すると認めるときは、その者の負担において、当該措置の全部若しくは一
部を自ら行い、又は第三者にこれを行わせることができる。この場合において、市長は相当の期限
を定めて、当該措置を行うべき旨及びその期限までに当該措置を行わないときは、当該措置を自ら
行い、又は第三者に行わせる旨を、あらかじめ公告しなければならない。」と定めている。しかし、
略式代執行を条例で定めることは、行政代執行法１条に違反すると考えられる。なぜなら、行政代
執行法１条は、「行政上の義務の履行確保に関しては、別に法律で定めるものを除いては、この法
律の定めるところによる。」と定めているが、同条の「法律」には条例が含まれないと解されるか
らである27。仮に同法１条の「法律」に条例が含まれると解すれば、自治体は、略式代執行だけで
なく、直接強制や執行罰といった行政上の義務履行確保の手段全般を条例で自由に定めることがで
きると解することになり、それは行政上の義務履行確保制度の大きなルール変更を意味する。
　このような条例による略式代執行の規定は、実は空き家対策条例に特有の現象ではない。都道府
県レベルにおいても、複数の都道府県が自然公園条例において略式代執行を定めている28。例えば、
本県の自然公園条例の14条は、「知事は、…相当の期限を定めて、その保護のために必要な限度に
おいて、原状回復を命じ、又は原状回復が著しく困難である場合に、これに代わるべき必要な措置
を執るべき旨を命ずることができる。２前項の規定により原状回復又はこれに代わるべき必要な
措置（以下この条において「原状回復等」という。）を命じようとする場合において、過失がなく
て当該原状回復等を命ずべき者を確知することができないときは、知事は、その者の負担において、
27　ただ、北村教授は、「解釈論とすれば、文理解釈をせずに、『法律』に条例を読み込むとか、独立条例に類推適用
をするなりすべきであろう。そうなれば、略式代執行を規定することも可能になる。」（北村・前掲①論文63頁）
と述べている。しかし、このような解釈は一般的ではないといえる。
28　総務省「地方分権の進展に対応した行政の実効性確保のあり方に関する検討会報告書」（http://www.soumu.go.jp/
main_content/000214775.pdf）20頁参照。
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当該原状回復等を自ら行い、又はその命じた者若しくは委任した者にこれを行わせることができる。
この場合においては、相当の期限を定めて、当該原状回復等を行うべき旨及びその期限までに当該
原状回復等を行わないときは、知事又はその命じた者若しくは委任した者が当該原状回復等を行う
旨をあらかじめ公示しなければならない。」と定め、行政代執行法１条で「法律」にのみ許される
はずの代執行要件を緩和している。このような条例が登場した理由については、国の法律である自
然公園法が、行政代執行法に基づく行政代執行の要件について緩和する略式代執行制度を法改正に
より採用した際に、都道府県も、行政代執行法１条の制約を特に考慮することなく、それに倣って
条例を改正してしまったという経緯のようである。以上のことから、条例に基づき略式代執行を行っ
た場合、当該行為は行政代執行法１条に違反し、違法であると評価されることになると思われる。
（３）代執行の手続的上乗せ条例
　北村論文が指摘する興味深い規定として、小野市空き家等の適正管理に関する条例がある29。同
条例の13条は、「市長は、第11条の規定による命令を受けた者が、なお、当該命令に従わず、他の
手段によってその履行を確保することが困難であり、かつ、その履行を放置することが著しく公益
に反すると認められるときは、議会の議決を経て、行政代執行法（昭和23年法律第43号）の定める
ところにより、自らその義務者のなすべき行為をなし、又は第三者をしてこれをなさしめ、その費
用を命令の対象者から徴収することができる。」と定めている。この規定は、一見すると、既にみ
た単なる代執行確認規定であるように見えるが、代執行を行うにあたり、行政代執行法に規定のな
い「議会の議決」を要件としているところに特徴がある。すなわち、行政代執行法上、本来は行政
庁の権限のみで行うことができる代執行の利用について、議会の議決という手続き要件を上乗せ的
に設けている。この条項の適法性はどのように評価されるであろうか。北村教授は、同条例につい
て「命令の実施という執行権の侵害ではないだろうか30」として、長と議会の関係という観点から
疑問を呈する。しかしながら、この問題も、やはり行政代執行法１条の「行政上の義務の履行確保
に関しては、別に法律で定めるものを除いては、この法律の定めるところによる。」との規定が、
手続き的な要件にも及ぶと解するか否かの問題であると解される。
（４）代執行の亜種
　北村教授の調査により、さらに興味深い規定が見出されている31。市川市空き家等の適正な管理
に関する条例の17条は、緊急安全代行措置及び命令代行措置との見出しのもとで、「市長は、指導
等又は勧告を行った場合（第15条において準用する場合を含む。）において緊急に危険を回避する
29　北村・前掲①論文62頁参照。
30　北村・前掲①論文63頁。
31　北村・前掲①論文64頁参照。
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必要があると認めるときは、所有者等の同意を得て、当該危険を回避するために必要と認める最低
限度の措置を講ずることができる。第２項市長は、所有者等から命令に係る措置を履行すること
ができない旨の申出があったときは、当該所有者等の同意を得て、当該措置を講ずることができる。
第３項市長は、前２項の措置を講じたときは、所有者等から当該措置に係る費用を徴収するもの
とする。」との規定を定めている。この条例において、17条１項は、措置命令による義務の賦課を
介在させず、指導又は勧告という行政指導を介在させているので、一見すると、代執行ではなく、
即時強制の授権規定であるようにみえるが、同意を得て行う仕組みになっているので、もはや即時
強制であるともいえない32。そして、第２項は、命令不履行の場合に相手方私人の同意を得て命令
内容を実現する仕組みが採用されている。これは、一見すると、措置命令により義務の賦課を介在
させているので、代執行に見えるが、相手方私人の同意を要件とすることで、代執行を含む行政上
の強制執行や即時強制などを包含する行政強制の枠組みからは離れ、非権力的な行政活動と評価さ
れることになる。したがって、当然、行政代執行法１条の「行政上の義務の履行確保に関しては、
別に法律で定めるものを除いては、この法律の定めるところによる。」とも抵触せず、特に法的な
観点から問題は生じないと思われる。しなしながら、北村教授は、命令が出された場合には命令内
容を履行する法的義務があるにもかかわらず、所有者が「白旗」をあげれば、行政が命令内容の履
行を代行してあげるというのは、法の制度趣旨と矛盾しないだろうか、との観点から疑問を持たれ
ている33。
２　公表
　空き家対策条例においては、制裁手段として行政罰が採用されうるほか、事実上の制裁手段とし
て公表制度も採用されることがある。本県の先行３条例においても、倉敷市条例および美咲町条例
が、措置命令の不服従に対して制裁としての公表を定めているところである。また、事実上の制裁
制度としての公表制度は、空き家対策条例に限られず、幅広い分野の条例において、行政指導の不
服従や命令の不服従に対する制裁として広く採用されている。このような事実上の制裁としての公
表制度については、違法とする裁判例はないが、学説上は、批判もあるところである。たとえば、
芝池教授は、「公表は、その実効性を国民による批判・非難に期待するという点で、適切な手段と
はいい難い。34」と述べ、広岡教授も、「（公表は）近代的な強制手段とはいえないから、一般化す
べきものではなく、多くの国民に多大の迷惑をかけている者についてのみに限定して用いられねば
ならない35」と批判されている。しかし、他方で、塩野教授は、「公表それ自体は、情報公開制度の
32　なお、この点については、４の（２）で詳しく述べる。
33　北村・前掲①論文64頁。
34　芝池義一『行政法総論（第４版補訂版）』（有斐閣、2006年）220頁
35　広岡隆『行政法総論（第５版）』（ミネルヴァ書房、2005年）160頁。
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一環をなすものとして位置づけることができるが、違反行為等の是正勧告等と結合させることに
よって、実効性確保の機能を営むこととなる。その意味で、厳密な意味での侵害留保原則が妥当す
るのではないが、制度化に当たっては、法定の根拠を置くのが法治主義に適合的である（とりわけ、
制裁的意味での公表を制度化する場合）。なお、これは古典的な行政上の強制執行の種類には当た
らず、行政代執行法１条でいう法律に留保された義務履行確保の手段に含まれないと解され、条例
による制度の創設も認められる36」と述べる。塩野教授の見解によれば、空き家対策条例において
は公表制度が条例上明示的に採用されているので法治主義に適合的であると評価されることになろ
う。
　ただ、制裁的公表の規定の是非については、①違法状態でないのになされる指導勧告不服従に対
する公表、②違法状態を是正する指導勧告不服従に対する公表、③命令違反に対する公表は峻別さ
れるべきである。これを空き家対策条例についてみると、多くの条例はまず空き家の適正管理義務
を定めており、適正管理義務違反者に対して勧告がなされ、勧告不服従に対して公表が条例上の根
拠を持ってなされる。もしくは、命令が出され、命令不服従に対して公表が条例上の根拠を持って
なされる。後者の命令違反に対して公表制度を用いることは問題ないように思われる。これに対し
て、前者については疑問がある。北村教授は勧告不服従に対する公表につき、所有者の適正管理義
務違反に対して一定手続きを経て行政法的不利益が課されると整理すれば、違法の問題は辛うじて
発生しないとみることができるが、「少々無理をする解釈」であると述べられている37。しかし、そ
もそも既に述べたように、空き家対策分野では基本的には国法とのバッティングが起こらないので、
法律と条例の抵触問題を回避するために勧告―公表という事実上の規制システムを用いるといった
状況にはなく、その意味で表１の③タイプの条例はその構造自体において正当性が低いといわざる
を得ないと思われる。
３　義務の民事的執行・司法的強制
　北村教授が紹介する先行する空き家対策条例の中には、措置命令を授権したのち、同命令により
課された義務の不履行に対して、同義務の民事的執行ないし司法的強制に関する規定を設ける例が
ある38。すなわち、牛久市あき家等の適正管理及び有効活用に関する条例の第10条は、「市長は、第
８条に規定する命令を受けた所有者等が前条の規定によりその命令に従わなかった旨を公表された
後において、なお、正当な理由がなくその命令に係る措置をとらなかったきは、当該所有者等を相
手に訴えの提起をすることができる。」との定めをおいている。
36　塩野宏『行政法Ⅰ（第５版補訂版）』（有斐閣、2013年）242頁。
37　北村・前掲②論文39頁。
38　北村・前掲②論文43頁、同「最高裁判決の射程距離を考える―牛久市あき家適正管理条例―」産業と環境2012年
７月号21頁参照。
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　しかし、同市が同条例10条に基づき所有者を相手に命令の履行請求訴訟を提起しても、裁判所と
しては、当該紛争は法律上の争訟ではないとしたうえで、訴訟を不適法であるとして却下すること
になる。行政上の義務の民事執行・司法強制に関しては、学説上はこれを認める見解もあるが、平
成14年の宝塚パチンコ条例事件最高裁判決がこの道を閉ざしている。同最判は、「行政事件を含む
民事事件において裁判所がその固有の権限に基づいて審判することのできる対象は、裁判所法３条
１項にいう『法律上の争訟』、すなわち当事者間の具体的な権利義務ないし法律関係の存否に関す
る紛争であって、かつ、それが法令の適用により終局的に解決することができるものに限られる
（…）。国又は地方公共団体が提起した訴訟であって、財産権の主体として自己の財産上の権利利益
の保護救済を求めるような場合には、法律上の争訟に当たるというべきであるが、国又は地方公共
団体が専ら行政権の主体として国民に対して行政上の義務の履行を求める訴訟は、法規の適用の適
正ないし一般公益の保護を目的とするものであって、自己の権利利益の保護救済を目的とするもの
ということはできないから、法律上の争訟として当然に裁判所の審判の対象となるものではなく、
法律に特別の規定がある場合に限り、提起することが許されるものと解される。39」と述べている。
それにもかかわらず、なぜこのような内容の条例が制定されたのかが疑問になるのであるが、北村
教授の調査によると、同市は単に宝塚パチンコ条例事件最高裁判決を知らなかったとのことであ
る40。
４　即時強制関係
（１）典型的即時強制規定
　例えば、条例が「市長は、建物等の危険な状態が切迫している場合で、危険な状態を回避するた
めに必要な最低限度の措置（以下「緊急安全措置」という。）をとることができる。」と定めてい
る場合、当局は即時強制を行うことができる。即時強制は、義務の賦課を介在させず、行政上の強
制執行ではないことから、行政代執行法１条の「法律」による制約とはかかわらない。したがって、
条例でも即時強制を授権することが可能である。空き家対策条例においても緊急事態の際の対策と
して即時強制の授権規定をおくことは有意義であると考えられる。
　次に、所有者不明のケースに限定して即時強制を授権する例も北村論文は紹介している41。蕨市
老朽空き家等の安全管理に関する条例の６条は応急措置として、「第１項市長は、実態調査又は前
条の規定による立入調査により、空き家等が危険な状態となることが切迫し、かつ、その所有者等
が判明しないときは、危険な状態となることを予防するために必要な応急の措置を講ずることがで
きる。第２項市長は、前項の措置を講じた後に空き家等の所有者等が判明したときは、その所有
39　最判平成14・７・９民集56巻６号1134頁[1135、1136頁]。
40　北村・前掲「最高裁判決の射程距離を考える」21頁。
41　北村・前掲①論文63頁参照。
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者等から当該措置に係る費用を徴収することができる。」との定めをおいている。即時強制は、既
に述べたように行政上の義務履行確保の手段ではないことから、行政代執行法１条の制約は及ばな
い。したがって、自治体は、条例により、典型的な即時強制授権規定だけでなく、自由に工夫した
規定を置くことが可能である。
（２）即時強制の亜種
　北村論文は、即時強制によく似た規定についても指摘している42。足立区老朽家屋等の適正管理
に関する条例43の７条は、緊急安全措置の見出しのもと、「区長は、建物等の危険な状態が切迫し
ている場合で、所有者等から自ら危険な状態の解消をすることができないとの申出があったときに
は、危険な状態を回避するために必要な最低限度の措置（以下「緊急安全措置」という。）をとる
ことができる。第２項　区長は、前項に規定する緊急安全措置を実施する場合は、所有者等の同
意を得て実施するものとする。第３項区長は、第１項に規定する緊急安全措置を行うときには事
前に次条に規定する足立区老朽家屋等審議会の意見を聴かなければならない。」と定めている。こ
の規定も、一見すれば、即時強制を授権した規定であるように見える。しかしながら、当該措置に
つき相手方の同意制を導入することで、当該行政措置の権力性のメルクマールが失われ、もはや行
政強制の範疇からはずれた非権力的な行政活動であると評価されることになる。つまり、この規定
が条例にある場合、当局は、同意なしに緊急安全措置を行うこと、すなわち即時強制を行うことは
できない。他方で、相手方の同意がある場合には、緊急安全措置は非権力的な事実行為であるから、
この規定が存在するか否かにかかわらず、適法に行うことができる。したがって、この規定は特に
法的な意味を持つものではないといえる。
（３）行政指導の義務履行確保規定
　北村教授が指摘する44小谷村空き家等の適正管理に関する条例は、「第６条　村長は、…助言又
は指導を行うことができる。第７条　村長は、…管理不全な状態であると認めるときは、…必要な
措置を講じるよう勧告することができる。第10条２項　村長は、第６条又は第７条の規定により必
要な措置について助言又は指導若しくは勧告を行う場合において、行うべき者を確知することがで
きないときは、自ら必要な措置を行い、又は第３者にこれを行わせることができる。この場合にお
いては、期限を定めて当該措置を行うべき旨及びその期限までに当該措置をおこなわないときは、
村長又は第三者が当該措置を行う旨を、あらかじめ公告しなければならない。」と定めている。こ
42　北村・前掲①論文59頁参照。
43　足立区条例については、吉原治幸「東京・足立区『老朽家屋等の適正管理に関する条例』の仕組みと実務」北村・
前掲書55頁以下参照。
44　北村・前掲①論文69頁注17参照。
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の規定は、一見すると、略式代執行を定めたようにも見えるが、命令にかかるものではなく、行政
指導が問題となっている。
　この条例に対して、北村教授は、「小谷村条例10条２項は、規定上は、行政指導に関する略式代
執行にみえる。そうであれば違法である」45と述べる。しかし、同条例は、命令ではなく行政指導
が介在するに過ぎず、したがって義務賦課行為が介在しないことから、即時強制の授権規定である
と考えられ、即時強制の要件を満たす限り、適法であると考えられる。
おわりに
　以上、本稿は、県内自治体が空き家対策条例の制定を目指すにあたり参照すべき北村研究につい
て、情報収集制度と義務履行確保制度を中心に紹介するとともに、若干の私見を披露した。北村研
究においては、空き家対策条例の制定に関し、全国の自治体が、創意工夫を凝らして積極果敢に新
しい条例を創造している姿がスケッチされており、そのような活発な姿勢は本県各自治体にとって
も刺激になると思われる。先行条例が示す様々な工夫は、まさに分権化時代における政策法務の実
験場ともいえる様相を呈しており、このような経験は自治体法務のレベルの向上に資すると思われ
るからである。先行条例の中には明らかに違法なものもあり、そのようなものは参考とはできない
が、本稿で紹介した様々な試みが少しでも参考になれば幸いである。
　なお、空き家対策については、現在、国の法律による対策も検討されているようである。報道さ
れているところによれば、自民党内に空き家対策推進議員連盟が結成され、議員立法による特別措
置法案の提出を目指しているとのことである46。立法的解決が必要とされる空き家の所有者情報に
関する税務情報の利用の可否などの点については、法律の制定は望ましいといえるが、既存の条例
との関係などの点については不透明な部分もあり、今後の展開が注目されるところである。
（追記）平成26年６月現在、空き家対策に関する特別措置法は成立していない。
45　北村・前掲①論文69頁。
46　中国新聞平成25年８月15日朝刊。
